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他市場上場会社に係る上場制度の見直しについて 

2023年９月27日 

株式会社名古屋証券取引所 

Ⅰ．趣 旨 

当取引所では、国内の他の金融商品取引所に上場している株券の発行者（以下「他市場上場会社」といいます。）が当取引所に新規上場申

請する場合には、申請書類を一部簡素化するなどの取扱いを行っていますが、2022年４月の当取引所及び株式会社東京証券取引所における各

市場の上場基準等の整備後の状況を踏まえて、上場審査における弾力的な取扱いを拡大するとともに、新規上場申請手続きを整理するなど、

他市場上場会社に係る上場制度の見直しを行うこととします。 

 

Ⅱ．概 要 

項 目 内   容 備   考 

１．上場審査の弾力的な

取扱い 

・新規上場申請者が他市場上場会社である場合の当取引所の各市

場への上場審査は、当該他市場における経営成績等のほか、コ

ーポレート・ガバナンス及び内部管理体制並びに企業内容等の

開示実績等の状況から当取引所が適当と認める場合には、実質

審査基準の各観点の全部又は一部に適合するものとして取扱

うことができることとします。 

・ただし、当該取扱いの適用は、新規上場申請者が他市場上場会

社である場合のネクスト市場への上場審査においては、国内の

他の金融商品取引所の新興市場に上場後３年を経過していな

い場合に限ることとします。 

※現在は、実質審査基準のうち「企業内容等の

開示の適正性」の観点のみ、国内の他の金融

商品取引所における実績を勘案して行うこと

としていますが、その他の観点についても当

該実績を勘案した審査を行う趣旨です。 

 

２．新規上場申請手続き

の整理 

・新規上場申請者が他市場上場会社である場合で、ネクスト市場

へ新規上場申請を行うにあたり提出書類の一部を省略するこ

とができるのは、国内の他の金融商品取引所の新興市場に上場

後３年を経過していない場合に限ることとします。 

 

※ネクスト市場の事業計画の合理性に係る審査

は、主幹事証券会社が作成した「上場適格性

調査に関する報告書」を前提として行うため、

当該報告書に記載される事業計画の一般的な

策定期間である上場後３年に限り、申請書類

の一部簡素化及び前１．の上場審査の弾力的

な取扱いの対象とするものです。 

・現行のネクスト市場への新規上場申請書類で
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項 目 内   容 備   考 

提出を省略できることとしている「新規上場

申請者に係る各種説明資料」及び「上場適格

性調査に関する報告書」については、国内の

他の金融商品取引所の新興市場に上場後３年

を経過している場合又は国内の他の金融商品

取引所の新興市場以外の市場に上場している

場合には提出を要することとなります。 

・併せて、他市場上場会社がプレミア市場へ新

規上場申請を行う場合の提出書類についても

整備することとします。 

３．上場に関する料金の

見直し 

・新規上場申請者が他市場上場会社である場合の、上場審査料及

び新規上場手数料に係る半額措置をとりやめます。 

※当該半額措置の効果等に鑑み見直すもので、

上場審査料及び新規上場手数料の定額部分は

各々50万円から100万円となります。 

４．その他 ・その他所要の改正を行います。 ・「３．上場に関する料金の見直し」と同様に、

メイン市場又はネクスト市場への市場区分の

変更審査料の半額措置をとりやめ、50万円か

ら100万円とします。 

 

Ⅲ．実施時期（予定） 

2023年10月から実施し、施行日以後に新規上場申請又は市場区分の変更申請を行う会社から適用します。 

 

以 上 


